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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　光起電セルを含まない区域を形成するように互いから離間した、第１の光起電セルと第
２の光起電セルとを含む複数の光起電セルと、
　少なくとも前記第１の光起電セルと前記第２の光起電セルとを接続する、コーティング
されたワイヤーの形態で設けられた電気的コネクターと、
　前記第１の光起電セルの少なくとも一部の上と前記第２の光起電セルの少なくとも一部
の上とに配置され、前記光起電セルを含まない区域の少なくとも一部にわたって延在する
、前記電気的コネクターよりも幅広の連続的なストリップの形態で設けられた光方向付け
媒体と、
　前記電気的コネクターと前記光方向付け媒体の間の接着剤層と
を含む光起電モジュールであって、前記光方向付け媒体が、
　前記接着剤層に隣接する、連続的なストリップの形態で設けられた概して平面状の可撓
性高分子層と、
　連続的なストリップの形態で設けられた構造付き層と、
　連続的なストリップの形態で設けられた反射コーティングと
をこの順序で備える多層構成体である、光起電モジュール。
【発明の詳細な説明】
【背景技術】
【０００１】
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　再生可能エネルギーは、太陽光、風、雨、潮汐、及び地熱など、補充が可能な天然資源
から誘導されるエネルギーである。再生可能エネルギーの需要は、テクノロジーの進歩と
世界人口の増大につれて大幅に増大している。今日のエネルギー消費の大半は化石燃料が
供給しているが、化石燃料は再生可能ではない。これら化石燃料に対する世界的な依存に
ついては、枯渇に関する懸念だけでなく、これら燃料を燃焼させた結果生じる排出物質に
伴う環境面の懸念も提起されている。これらの懸念の結果、世界中の国々が大規模及び小
規模両方の再生可能エネルギー源の開発に取り組んでいる。現在、見込みのあるエネルギ
ー源の１つが太陽光である。世界的に、現在、何百万軒もの家庭が、太陽光起電システム
から電力を得ている。太陽発電の需要増大に伴い、この用途の要件を満たすことができる
デバイスと材料の需要が増大している。
【０００２】
　太陽光の利用は、光電気変換のために使用される、例えば、シリコン光起電セルなどの
光起電（ＰＶ）セル（太陽電池）の使用によって達成され得る。ＰＶセルは、大きさが比
較的小さく、典型的には相応してより大きい電力出力を有する物理的に一体化されたＰＶ
モジュール（太陽電池モジュール）に組み入れられる。ＰＶモジュールは、概して２つ以
上のＰＶセルの「ストリング」から形成され、それぞれのストリングは、列状に配置され
、かつスズメッキされた平坦な銅線（電気的コネクター、タブリボン、又はバスワイヤと
しても知られる）を使用して電気的に直列に接続されている複数のセルからなる。これら
の電気的コネクターは、典型的には、半田付けプロセスによってＰＶセルに接着される。
【０００３】
　ＰＶモジュールは、典型的には、参照によりその開示が本明細書に組み込まれる米国特
許公開第２００８／００７８４４５号（Ｐａｔｅｌら）に概して記載されるもののような
封止材によって包囲されるＰＶセルを備える。いくつかの実施形態では、ＰＶモジュール
は、封止材をＰＶセルの両側に含む。ガラス（又は他の好適な高分子材料）の２つのパネ
ルは、封止材の表側及び裏側と隣接して配置され、かつこれに固着される。２つのパネル
は、太陽の放射に対して透明であり、かつ典型的には、表側層、及び裏側層又はバックシ
ートと呼ばれる。表側層及びバックシートは、同じ材料又は異なる材料で作製されていて
もよい。封止材は、ＰＶセルを封止し、セルを物理的に封鎖するように表側層及びバック
シートと固着された光透過性ポリマー材料である。この積層された構成体は、セルに対し
て機械的支持を提供し、かつこれらを風、雪、及び氷などの環境的な要因に起因する損傷
から保護する。ＰＶモジュールは、典型的には、金属フレームによって係合されるモジュ
ールの縁部を被覆するシーラントを用いて金属フレーム内に嵌め込まれる。金属フレーム
は、モジュールの縁部を保護し、追加的な機械的強度を提供し、太陽の放射を受けるのを
最大にするように適切な角度でモジュールを保持する好適な支持体に載置することができ
るより大きい配列又はソーラーパネルを形成するように、モジュールを他のモジュールと
組み合わせるのを容易にする。
【０００４】
　光起電セルを作製し、かつ積層されたモジュールを作製するためにこれらを組み合わせ
る技術は、例えば、米国特許第４，７５１，１９１号（Ｇｏｎｓｉｏｒａｗｓｋｉら）、
同第５，０７４，９２０号（Ｇｏｎｓｉｏｒａｗｓｋｉら）、同第５，１１８，３６２号
（Ｓｔ．Ａｎｇｅｌｏら）、同第５，１７８，６８５号（Ｂｏｒｅｎｓｔｅｉｎら）、同
第５，３２０，６８４号（Ａｍｉｃｋら）、及び同第５，４７８，４０２号（Ｈａｎｏｋ
ａ）に例示される。これらの特許の教示は、その全体が本明細書に組み込まれる。
【発明の概要】
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　光起電モジュール内の電気的コネクターは、無効な、影になる区域（すなわち、そこに
当たる入射光が光起電又は光電気変換のためには吸収されない区域）を形成する。これら
の無効な影になる区域が存在するために、総表面有効面積（すなわち、入射光が光起電又
は光電気変換のために使用される総面積）は、１００％未満である。その結果、電気的コ
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ネクターの数又は幅の増加は、無効な影になる区域が増加するため、光起電モジュールに
よって生成することができる電流の量を低減する。
【０００６】
　本出願の発明者らは、ＰＶモジュールの電力出力を増加しようとした。特に、本出願の
発明者らは、普通であれば無効な影になる区域の上に入射することになる光を、有効な区
域の上の方向付ける、１つ以上の光方向付け媒体を含むＰＶモジュールを開発しようとし
た。このようにして、ＰＶモジュールの総電力出力を増大させることができる。いくつか
の実施形態では、本出願の発明者らは、電気的コネクターの上に入射することになってい
た光をＰＶモジュールの有効な区域内に方向付けるように、光方向付け媒体を配置する。
いくつかの実施形態では、これは、光方向付け媒体を電気的コネクターに隣接させて配置
することを含んだ。光再方向付け媒体の存在は、光再方向付け媒体を有しないＰＶモジュ
ールと比較して、光起電セルの配列の総有効表面積を増加させる。加えて、本発明者らは
、これらのＰＶモジュールを作製する方法を開発しようとした。
【０００７】
　いくつかの実施形態は、光起電セルを含まない区域を形成するように互いから離間した
、第１の光起電セルと第２の光起電セルとを含む複数の光起電セルと、少なくとも第１の
光起電セルと第２の光起電セルとを接続する電気的コネクターと、第１の光起電セルの少
なくとも一部の上に配置された光方向付け媒体と、を含む光起電モジュールを対象とする
。いくつかの実施形態では、光再方向付け媒体はまた、第２の光起電セルの上、又は第２
の光起電セルに隣接して配置され、光起電セルを含まない区域の少なくとも一部を通して
延在する。
【０００８】
　いくつかの実施形態は、光方向付け媒体を第１の光起電セルの少なくとも一部に隣接さ
せて配置することを含む、光起電セルを含まない区域を形成するように互いから離間した
、第１の光起電セルと第２の光起電セルとを含む複数の光起電セルを含む、光起電モジュ
ールを作製する方法を対象とする。いくつかの実施形態では、光再方向付け媒体はまた、
第２の光起電セルの上、又は第２の光起電セルに隣接して配置され、光起電セルを含まな
い区域の少なくとも一部を通して延在する。
【０００９】
　いくつかの実施形態は、複数の光起電セルを平面状の表面上に形成すること、ここで、
複数の光起電セルが行と列の配列で互いから離間し、隣接した行と列の間の複数の区域が
光起電セルを含まない、電気的コネクターを第１の光起電セルの少なくとも一部の上に配
置すること、接着剤組成物を前記電気的コネクター上に適用すること、及び、電気的コネ
クターを含む光起電モジュールの部分上に入射する光が、電気的コネクターではなく光方
向付け媒体に入射するように、光方向付け媒体を接着剤組成物に隣接させて配置すること
、を含む、光起電モジュールを作製する方法を対象とする。いくつかの実施形態では、光
再方向付け媒体はまた、第２の光起電セルの上、又は第２の光起電セルに隣接して配置さ
れ、光起電セルを含まない区域の少なくとも一部を通して延在する。いくつかの実施形態
は、光起電モジュールを加熱して、接着剤を溶融し光方向付け媒体を電気的コネクターに
効果的に接着する工程を更に含む。
【００１０】
　いくつかの実施形態では、光方向付け媒体は、電気的コネクターに直接隣接し、かつ／
又は電気的コネクターに接着されている。いくつかの実施形態では、光方向付け媒体は、
接着剤によって電気的コネクターに接着されている。いくつかの実施形態では、接着剤は
、ホットメルト接着剤及び／又は感圧接着剤のうちの１つである。いくつかの実施形態で
は、電気的コネクターは、コーティングされた銅線である。いくつかの実施形態では、光
方向付け媒体は、入射光を複数の光起電セルのうちの少なくとも１つの光起電セルの光学
的に活性な区域に方向付ける、可撓性高分子フィルムである。いくつかの実施形態では、
可撓性高分子フィルムは、連続的なストリップの形態で提供される。いくつかの実施形態
では、光方向付け媒体は、構造付き主表面の反対側の概して平坦な主表面を含む。いくつ
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かの実施形態では、光起電モジュールは、反射コーティングを更に含む。いくつかの実施
形態では、光方向付け媒体は、概して平面状の可撓性高分子層と、構造付き層とを備える
、多層構成体である。いくつかの実施形態では、光起電モジュールは、反射コーティング
を更に含む。いくつかの実施形態では、電気的コネクターを含む光起電モジュールの部分
に入射する光は、電気的コネクターではなく光方向付け媒体に入射する。
【００１１】
　本出願の他の特徴及び長所は、添付の４つの図面とともに考慮されるべき、以下の詳細
な仕様に記載又は説明される。
【図面の簡単な説明】
【００１２】
　本開示は、添付図面と関連して、本開示の様々な実施形態の以下の発明を実施するため
の形態を考慮すると、より完全に理解され得る。
【図１】先行技術のモノリシックの光方向付け媒体の略図である。
【図２】本明細書の教示によるＰＶモジュールの一実施形態の長さ方向の断面図である。
【図３】本明細書の教示によるＰＶセルの一実施形態の断面図である。
【図４】本明細書の教示による光方向付け媒体の一実施形態の断面図である。
【００１３】
　図面は、必ずしも一定の縮尺ではない。所与の図面のある要素を指した数字の使用は、
同じ数字で示された別の図中の構成要素を限定するものではないことが理解されるであろ
う。
【発明を実施するための形態】
【００１４】
　以下の発明を実施するための形態において、本明細書の一部を構成し複数の特定の実施
形態が例として示される添付の一連の図面を参照する場合がある。本開示の範囲又は趣旨
から逸脱することなく、他の実施形態が想到され、実施される場合があることが理解され
るべきである。
【００１５】
　構造付き主表面１１と、反対側の概して平坦な主表面１２とを備える、先行技術のモノ
リシックのパターン付きの電気的コネクター１０は、例えば、米国特許公開第２００７／
０１２５４１５号（Ｓａｃｈｓ）に記載され、かつ図１に示される。構造付き表面１１は
、光方向付け媒体としてふるまい、光を反射して光起電セルへと戻す。このタイプの構成
体に関連する１つの不利点は、電気的コネクターを光起電セルに取り付けるために使用さ
れる半田付けプロセスに関する。半田が、モノリシックの電気的コネクター１０の構造付
き表面１１に接触するとき、構造の少なくとも一部を破壊し、これによって無効の区域が
形成される。
【００１６】
　モノリシックの（すなわち、構造付き表面が平坦な主表面と隣接し、かつこれと一体化
する）構成体の別の不利点は、可撓性に関する。いくつかの場合では、平坦な主表面が可
撓性であり、かつ適切な耐候特性を提供するために構造付き表面があまり可撓性でないこ
とが望ましい。また、いくつかの実施形態では、平坦な主表面（ＰＶセルに隣接して配置
される）がＰＶセルへの良好な接着を有することが望ましく、したがって構造付き表面と
は異なる材料から作製されてもよい。
【００１７】
　本発明者らは、例えば、上記に示した欠陥を克服するＰＶモジュールを開発しようとし
た。本発明者らはた、例えば、効率の増加、エネルギー生成の増加、及び有効な区域の増
加のうち少なくとも１つを有するＰＶモジュールも開発しようとした。本出願のＰＶモジ
ュールは、半田付けプロセスによって損傷されない、電気的コネクター及び光方向付け媒
体を含む。本発明者らは、これらのＰＶモジュールを作製する方法も開発しようとした。
【００１８】
　図２は、本出願によるＰＶモジュールの１つの例示的な実施形態の断面図である。ＰＶ
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モジュール２０は、複数の方形のＰＶセル２２ａ、２２ｂ、２２ｃを含む。任意のＰＶセ
ルを、本出願のＰＶモジュール内で使用することができる。光起電セルのいくつかの実施
例としては、薄膜光起電セル（２セレン化銅インジウムガリウム（ＣＩＧＳ）などの）、
ＣＩＳ（ＣｕＩｎＳｅ２）セル、ａ－Ｓｉ（非晶質シリコン）セル、ｃ－Ｓｉ（結晶質シ
リコン）、及び有機光起電デバイス（ＯＰＶ）が挙げられる。金属被覆パターンは、最も
一般的には銀インクのスクリーン印刷によってＰＶセルに適用される。このパターンは、
微細な平行のグリッド線（フィンガーとしても知られる）（図示せず）の配列からなる。
例示のＰＶセルとしては、実質的に米国特許第４，７５１，１９１号（Ｇｏｎｓｉｏｒａ
ｗｓｋｉら）、同第５，０７４，９２０号（Ｇｏｎｓｉｏｒａｗｓｋｉら）、同第５，１
１８，３６２号（Ｓｔ．Ａｎｇｅｌｏら）、同第５，３２０，６８４号（Ａｍｉｃｋら）
及び同第５，４７８，４０２号（Ｈａｎｏｋａ）に図示及び記載される通りに製造される
ものが挙げられ、当該文献のそれぞれは、その全体が本明細書に組み込まれる。電気的コ
ネクター２４は、ＰＶセルの上に配置され、典型的にはＰＶセルに半田付けされて、フィ
ンガーから電流を収集する。いくつかの実施形態では、電気的コネクター２４は、コーテ
ィング（例えば、スズメッキ）された銅線の形態で提供される。図示されてはいないが、
いくつかの実施形態では、それぞれのＰＶセルがその背面上で背面接触を含んでいること
が理解されるべきである。
【００１９】
　一般に、光方向付け媒体２３は、入射する太陽光を反射してＰＶセルの１つ以上の有効
な区域に戻す。いくつかの実施形態では、光再方向付け媒体２３は、１つ以上の電気的コ
ネクター２４又は電気的コネクター２４の部分に隣接して配置される。例えば、光再方向
付け媒体は、１つ以上の光起電セル上で電気的コネクターに隣接することができ、又は光
起電セルを含まない区域並びに１つ以上の光起電セルに隣接することができる。
【００２０】
　例示的な好適な光方向付け媒体は、例えば、光反射コーティングでコーティングされた
複数の平行な溝を有する熱可塑性フィルムで作製されたものを含む。いくつかの実施形態
では、光方向付け媒体２３は、電気的コネクター２４に固着される。いくつかの実施形態
では、これらは、接着剤２５によって固着される。いくつかの実施形態では、接着剤は、
熱活性化型（例えば、ホットメルト接着剤）である。いくつかの実施形態において、この
接着剤は感圧接着剤（ＰＳＡ）である。いくつかの実施形態では、接着剤は、電気的コネ
クター２４への接着の前に、光方向付け媒体に積層される。いくつかの実施形態では、接
着剤は、１つ以上の光方向付け媒体２３の適用の前に、電気的コネクター２４にわたって
適用される。
【００２１】
　ＰＶモジュール２０は、しばしばバックシート２８の形態をとるバックプロテクター部
材も含む。いくつかの好ましい実施形態では、バックシート２８は、ガラス、高分子層、
強化繊維（例えば、ガラス繊維、セラミック繊維、又はポリマー繊維）で強化された高分
子層、又は木材パーティクルボードなどの電気的な絶縁材料である。いくつかの実施形態
では、バックシート２８は、ガラス又は石英の一種を含む。いくつかの実施形態では、ガ
ラスは、熱処理されている。いくつかの例示的なガラス材料は、ソーダ石灰シリカ系ガラ
スを含む。他の実施形態では、バックシート２８は、高分子フィルムである。例示的なバ
ックシートは、多重層ポリマーフィルムを含む。市販されているバックシートの１つの例
は、米国ミネソタ州Ｓａｉｎｔ　Ｐａｕｌの３Ｍ　Ｃｏｍｐａｎｙから市販されている３
Ｍ（商標）Ｓｃｏｔｃｈｓｈｉｅｌｄ（商標）フィルムである。例示的なバックシートは
、押し出し成形されたＰＴＦＥを含むものである。バックシートはルーフィング膜などの
建築材料（例えば、建物一体型太陽光発電（ＢＩＰＶ））に接続されてもよい。
【００２２】
　覆っているＰＶセル２２ａ、２２ｂ、２２ｃ、は、概して平面状の光を透過しかつ電気
的に非導電性の表側層３０であり、これは光起電セルに支持も提供する。いくつかの実施
形態では、表側層３０としては、ガラス又は石英の一種が挙げられる。いくつかの実施形
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態では、ガラスは、熱的に強化されている。いくつかの例示的なガラス材料は、ソーダ石
灰シリカ系ガラスを含む。いくつかの実施形態では、表側層は、光透過度を最適化するた
めに、低い鉄含有量（例えば、総鉄分約０．１０％未満、より好ましくは、総鉄分約０．
０８、０．０７、又は０．０６％未満である）を有し及び／又は反射防止コーティングを
その上に有する。他の実施形態では、表側層はバリア層である。いくつかの例示的なバリ
ア層は、例えば、米国特許第７，１８６，４６５号（Ｂｒｉｇｈｔ）、同第７，２７６，
２９１号（Ｂｒｉｇｈｔ）、同第５，７２５，９０９号（Ｓｈａｗら）、同第６，２３１
，９３９号（Ｓｈａｗら）、同第６，９７５，０６７号（ＭｃＣｏｒｍｉｃｋら）、同第
６，２０３，８９８号（Ｋｏｈｌｅｒら）、同第６，３４８，２３７号（Ｋｏｈｌｅｒら
）、同第７，０１８，７１３号（Ｐａｄｉｙａｔｈら）、並びに米国特許公開第２００７
／００２０４５１号及び同第２００４／０２４１４５４号に記載されるものであり、これ
らはすべて参照によりその全体が本明細書に組み込まれる。
【００２３】
　いくつかの実施形態では、バックシート２８と、表側層３０と、包囲するセル２２ａ、
２２ｂ、２２ｃと、電気的コネクター２４との間に、好適な、光透過性の、電気的に非導
電性材料で作成された封止材３２が挿入される。一実施形態では、封止材３２は、エチレ
ン酢酸ビニルコポリマー（ＥＶＡ）、又はイオノマーである。１つの例示的な方法では、
封止材３２は、分離しているシートの形態で提供され、これはＰＶセル２２ａ、２２ｂ、
２２ｃの配列の下、及び／又は上に位置付けられ、これらの構成要素は、今度はバックシ
ート２８と表側層３０との間に挟まれる。引き続いて、積層構成体を真空下で加熱し、封
止材シートがＰＶセルの周りを流れＰＶセルを封止するのに十分なだけ液体化させるのと
同時に、表側層とバックシートとの間の空間内のあらゆる空隙を充填する。冷却すると、
液体化した封止材は固化する。いくつかの実施形態では、透明な固体基質を形成するよう
に、封止材をその場で追加的に硬化してもよい。封止材は、表側層３０及びバックシート
２８に付着して、積層されたサブアセンブリを形成する。
【００２４】
　任意の封止材を本開示の方法及び構成体において使用することができる。いくつかの例
示的な封止材タイプとしては、熱硬化性、熱硬化可能な硬化性フルオロポリマー類、及び
アクリル類が挙げられる。いくつかの例示的な封止材としては、エチレンビニルアセテー
ト（ＥＶＡ）、ポリビニルブチラール（ＰＶＢ）、ポリオレフィン、熱可塑性ウレタン、
透明なポリ塩化ビニル、及びイオノマーが挙げられる。例示的な市販されているポリオレ
フィン封止材の１つは、３Ｍ　Ｃｏｍｐａｎｙによって販売されているＰＯ８５００（商
標）である。熱可塑性ポリオレフィン及び熱硬化性ポリオレフィンの両方の封止材を使用
することができる。いくつかの実施形態では、概して米国特許出願第６１／５５５，８９
２号、及び同第６１／５５５，９１２号に記載されるタイプの封止材を使用することがで
き、そのそれぞれの開示は、参照によりその全体が本明細書に組み込まれる。いくつかの
実施形態では、光起電セル及び関連する回路を覆って、かつその周囲に封止材を適用する
ことができる。
【００２５】
　図２に示すように、電気的コネクター２４によって、第１のＰＶセル２２ａは、第２の
セル２２ｂに電気的に接続される。図２に示す具体的な実施形態では、第１のセル及び第
２のセルは、互いに直接隣接するが、直接隣接していないセルも本出願の範囲に包含され
る。図２に示す具体的な実施形態では、電気的コネクター２４は、第１のセル２２ａの全
長にわたり、かつ第１のセル２２ａの上を延在し、第１のセル２２ａの縁部を超えて延在
し、第２のセル２２ｂの下に曲がって下に入る。次いで、電気的コネクター２４は、第２
のセル２２ｂの全長にわたり、かつ下方に延在する。光方向付け媒体２３は、電気的コネ
クター２４に隣接して配置される。一実施形態では、光方向付け媒体２３は、ＰＶモジュ
ール２０の全長にわたって定置される可撓性高分子フィルムの連続的なストリップの形態
で提供される。別の実施形態では、光方向付け媒体はセル長さの寸法で提供される。
【００２６】
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　図３は、本出願によるＰＶモジュール５０の例示的な実施形態の断面図である。ＰＶモ
ジュール５０は、多重電気的コネクター２４を含む。いくつかの実施形態では、電気的コ
ネクター２４は、ＰＶセルの全長にわたって配置される。光方向付け媒体２３は、１つ以
上の電気的コネクター２４の上に配置される。いくつかの実施形態では、光方向付け媒体
２３は、ＰＶモジュールの効率を最大限にするために電気的コネクター２４と完全に重な
る。代替的な実施形態では、光方向付け媒体２３は、電気的コネクター２４と完全には重
ならない。いくつかの実施形態では、光方向付け媒体は、電気的コネクターよりもわずか
に幅が広い連続的なストリップの形態で提供される。いくつかの実施形態では、それぞれ
の電気的コネクターの幅は約１．５ｍｍであり、それぞれの光方向付け媒体の幅は約１．
５ｍｍである。いくつかの実施形態では、光方向付け媒体の幅は、約１．５ｍｍ～約３．
０ｍｍの範囲である。
【００２７】
　本出願では、米国特許第５，９９４，６４１号（Ｋａｒｄａｕｓｋａｓ）、同第４，２
３５，６４３号（Ａｍｉｃｋ）、同第５，３２０，６８４号（Ａｍｉｃｋら）、同第４，
２４６，０４２号（Ｋｎａｓｅｌら）、並びに米国特許公開第２００６／０１０７９９１
号（Ｂａｂａ）、同第２０１０／０２０００４６号（Ｓａｕａｒら）、及び同第２０１０
／０３３０７２６号（Ｇｏｎｓｉｏｒａｗｓｋｉ）に記載されるものを含むがこれに限定
されない任意の光方向付け媒体が使用されてもよく、当該文献のそれぞれの開示は、その
全体が本明細書に組み込まれる。１つの例示的な光方向付け媒体は、図３及び図４に示さ
れる多層構成体である。光方向付け媒体２３は、第１の概して平坦な主表面３５ａ及び第
２の概して平坦な主表面３５ｂを有する可撓性高分子層３４を備える。構造付き表面３６
は、可撓性高分子層３４の第１の主表面３５ａに隣接する。いくつかの実施形態では、可
撓性高分子層３４は、ポリオレフィン（例えば、ポリエチレン、ポリプロピレン）、ポリ
エステル（例えば、ポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ））、及びポリアクリレート（
例えば、ポリメチル（メタ）アクリレート（ＰＭＭＡ））のうちの１つである。いくつか
の実施形態では、構造付き表面３６は、熱可塑性ポリマー及び重合性樹脂のうちの１つで
作製される。いくつかの実施形態では、構造付き表面は、金属（例えば、アルミニウム、
銀）被覆層などの反射コーティング３８を更に備える。
【００２８】
　任意の所望の幅の光方向付けフィルムが使用されてもよい。いくつかの実施形態では、
光方向付けフィルムの最適な幅は、例えば、以下の要因、すなわち、ファセット設計、ガ
ラスと封止材との間のインデックスの適合、及び表側ガラス又は表側材料の厚さ、のうち
少なくとも１つに基づいて決定されてもよい。いくつかの実施形態では、光方向付け媒体
は、５ｍｍと約３０ｍｍとの間の幅を有する。いくつかの実施形態では、光方向付け媒体
は、約１０ｍｍと約２５ｍｍとの間の幅を有する。いくつかの実施形態では、光方向付け
媒体は、約１２ｍｍと約２０ｍｍとの間の幅を有する。いくつかの実施形態では、光方向
付け媒体は、約１３ｍｍと約１８ｍｍとの間の幅を有する。
【００２９】
　重合性樹脂は、光開始剤とアクリレート基を担持する少なくとも１つの化合物とのブレ
ンドを含む構造付き表面を形成するために好適である。好ましくは、樹脂混合物は、照射
時に架橋ポリマー網状組織の形成を確実にするために、一官能性、二官能性、又は多官能
性化合物を含有する。本明細書で使用可能な、フリーラジカル機構によって重合可能な樹
脂の例示的実施例としては、エポキシ類、ポリエステル類、ポリエーテル類、及びウレタ
ン類、エチレン系不飽和化合物類、少なくとも１つのペンダントアクリレート基を有する
イソシアネート誘導体類、アクリレート化エポキシ類以外のエポキシ樹脂類、並びにこれ
らの混合物及び組み合わせから誘導されるアクリル系樹脂が挙げられる。「アクリレート
」という用語は、アクリレート及びメタクリレートの両方を包含するために本明細書で使
用される。米国特許第４，５７６，８５０号（Ｍａｒｔｅｎｓ）（その全体が本明細書に
組み込まれる）は、光方向付け媒体２３の構造付き表面を形成する際に使用されてもよい
架橋された樹脂の実施例を開示する。いくつかの実施形態では、樹脂は、非ハロゲン化樹
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脂である。非ハロゲン化樹脂の使用のいくつかの利点は、これらがより環境に優しく、金
属を腐食しないという事実を含む。
【００３０】
　光方向付け媒体のいくつかの実施形態は、反射コーティングを含む。いくつかの実施形
態では、反射コーティングは、ミラーコーティングである。反射コーティング又はミラー
コーティングは、いくつかの利点を有する。例えば、これらのコーティングは、入射する
太陽光の反射を供給することができ、したがって入射する太陽光がポリマー材料（ＵＶへ
の露出に起因して劣化する可能性がある）の上に入射するのを遮断することができる。任
意の所望の反射コーティング又はミラーコーティング厚さを使用することができる。いく
つかの例示的な厚さは、光学密度又は透過率パーセントによって測定される。明らかに、
より厚いコーティングは、紫外線をより多く遮断する。しかしながら、厚すぎるコーティ
ングは、コーティング中により大きい応力を生じる場合があり、結果としてコーティング
の割れを生じる。更に、より厚いコーティングは、高温高湿試験及び／又はプレッシャー
クッカー試験に曝されたとき、しばしば耐久性がより低い。いくつかの光方向付け媒体は
、約３５ｎｍと約６０ｎｍとの間の反射コーティング厚さ又はミラーコーティング厚さを
有する。
【００３１】
　本明細書に記載したように、ＰＶモジュールを作製する１つの例示的な方法は、光起電
セルのストリングを提供する工程と、光起電セルの上に電気的コネクターを半田付けする
工程と、光方向付け媒体を電気的コネクターを覆うように接着する工程と、を含む。
【００３２】
　ＰＶモジュールの積層工程の間、電気的コネクターと光方向付け媒体との間の位置合わ
せを維持することが重要であり得る。本出願のＰＶモジュールを作製する１つの例示的な
方法では、光方向付け媒体は、接着剤を用いて予め積層される。いくつかの実施形態では
、接着剤はホットメルト接着剤である。いくつかの実施形態では、ホットメルト接着剤は
、エチレン酢酸ビニルポリマー（ＥＶＡ）である。他のタイプの好適なホットメルト接着
剤としては、ポリオレフィン類が挙げられる。光方向付け媒体は、電気的コネクターの上
を覆うように配置され、ホットメルト接着剤を溶融して光方向付け媒体を電気的コネクタ
ーに効果的に固着するように、電気的コネクターに熱が加えられる。いくつかの実施形態
では、他の層は、加熱工程の前に、ＰＶモジュール（例えば、バックシート、封止材、表
側層）上に積層又はコーティングされてもよい。加熱工程は、例えば、ヒートガン又は赤
外線ヒーターなどの、任意の好適な加熱機構を使用して実施されてもよい。いくつかの実
施形態では、好適な加熱機構は、積層構成体の下に（例えば、バックシートに隣接して）
定置される。いくつかの実施形態では、加熱機構は、積層構成体の上方に（例えば、光方
向付けに媒体隣接して）定置される。
【００３３】
　いくつかの実施形態において、この接着剤は感圧接着剤（ＰＳＡ）である。ＰＳＡの好
適なタイプとしては、アクリレート類、シリコーン類、ポリイソブチレン類、尿素類、及
びこれらの組み合わせが挙げられるがこれに限定されない。いくつかの実施形態では、Ｐ
ＳＡは、アクリルＰＳＡ又はアクリレートＰＳＡである。本明細書で使用する場合、用語
「アクリル」又は「アクリレート」は、アクリル基又はメタクリル基のうちの少なくとも
１つを有する化合物を含む。例えば、少なくとも２つの異なるモノマー（第１及び第２の
モノマー）を組み合わせることにより、有用なアクリルＰＳＡを作製することができる。
例示的な好適な第１のモノマーとしては、２－メチルブチルアクリレート、２－エチルヘ
キシルアクリレート、イソオクチルアクリレート、ラウリルアクリレート、ｎ－デシルア
クリレート、４－メチル－２－ペンチルアクリレート、イソアミルアクリレート、ｓｅｃ
－ブチルアクリレート、及びイソノニルアクリレートが挙げられる。例示的な好適な第２
のモノマーとしては、（メタ）アクリル酸（例えば、アクリル酸、メタクリル酸、イタコ
ン酸、マレイン酸、及びフマル酸）、（メタ）アクリルアミド（例えば、アクリルアミド
、メタクリルアミド、Ｎ－エチルアクリルアミド、Ｎ－ヒドロキシエチルアクリルアミド
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、Ｎ－オクチルアクリルアミド、Ｎ－ｔ－ブチルアクリルアミド、Ｎ，Ｎ－ジメチルアク
リルアミド、Ｎ，Ｎ－ジエチルアクリルアミド、及びＮ－エチル－Ｎ－ジヒドロキシエチ
ルアクリルアミド）、（メタ）アクリレート（例えば、２－ヒドロキシエチルアクリレー
ト又はメタクリレート、シクロヘキシルアクリレート、ｔ－ブチルアクリレート、あるい
はイソボルニルアクリレート）、Ｎ－ビニルピロリドン、Ｎ－ビニルカプロラクタム、ア
ルファ－オレフィン、ビニルエーテル、アリルエーテル、スチレン系モノマー、又はマレ
エートが挙げられる。架橋剤を配合物中に含むことによって、アクリル系ＰＳＡを作製し
てもよい。
【００３４】
　いくつかの実施形態では、接着剤は、光方向付け媒体の幅が、電気的コネクターの幅と
等しいか又はわずかに大きくなるように、電気的コネクターに選択的に適用される。好ま
しくは、接着剤は透明である。所望の透明性は、可視光線に対して少なくとも８０％の透
明度である。いくつかの実施形態では、所望の透明度は、可視光線に対して少なくとも９
０％である。他の実施形態では、ＰＶセルの全表面にわたって透明な接着剤が適用される
（例えば、フラッドコーティングされる）。光方向付け媒体は、次いで、電気的コネクタ
ーの上に注意深く配置され、かつ電気的コネクターと位置合わせされる。次いで、構造物
全体は、接着剤を溶融し、かつ光方向付け媒体の電気的コネクターへの適切な結合を確実
にするために加熱される。
【００３５】
　本明細書に述べられた全ての引用文献は、参照により組み込まれる。
【００３６】
　本明細書で使用する場合、「上に」及び「隣接する」という語は、直接的に何かの上に
、及び可能性として他の層がそれらの間に位置した状態で間接的に何かの上にある両方の
層を包含する。
【００３７】
　本明細書で使用する場合、「主表面（単数）」及び「主表面（複数）」という用語は、
３組の対向する表面を有する、三次元形状上の最も大きい表面積を有する表面を指す。
【００３８】
　他に指示がない限り、本開示及び特許請求の範囲で使用される特徴の大きさ、量、物理
特性を表わす数字は全て、どの場合においても用語「約」によって修飾されるものとして
理解されるべきである。それ故に、そうでないことが示されない限り、前述の明細書及び
添付の特許請求の範囲で示される数値パラメータは、当業者が本明細書で開示される教示
を用いて、目標対象とする所望の特性に応じて、変化し得る近似値である。
【００３９】
　本明細書及び添付の特許請求の範囲において使用される場合、単数形「ａ」、「ａｎ」
、及び「ｔｈｅ」は、その内容が明らかにそうでないことが示さないかぎりは複数の指示
物を有する実施形態を包含する。本開示及び添付の特許請求の範囲において使用される場
合、その内容について別段の明確な指示がない限り、「又は」という用語は概して、「及
び／又は」を包含する意味で用いられる。
【００４０】
　本開示の様々な実施形態及び実施が開示される。開示された実施形態は、例証するため
に提示されるもので、制限するためのものではない。上記の実施及び他の実施は下記の特
許請求の範囲の範囲内である。本開示を、開示されたもの以外の実施形態及び実施により
実行することができることを、当業者は理解するであろう。上記の実施形態及び実施例の
詳細には、本発明の基礎をなす原理から逸脱することなく多くの変更を加える場合がある
ことを、当業者は理解するであろう。本発明は、本明細書に記載される例示的な実施形態
及び実施例によって不当に限定されることを意図せず、また、かかる実施例及び実施形態
はあくまで例示を目的として示されるのみであって、本発明の範囲は本明細書において以
下に記載する特許請求の範囲によってのみ限定されることが意図されることを理解すべき
である。更に、本発明に対する様々な改変及び変形は、本開示の趣旨及び範囲から逸脱す
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ることなく当業者にとって明らかとなるであろう。したがって、本出願の範囲は、以下の
特許請求の範囲によってのみ定められるべきものである。本発明の実施態様の一部を以下
の項目［１］－［２６］に記載する。
［１］
　光起電モジュールであって、
　光起電セルを含まない区域を形成するように互いから離間した、第１の光起電セルと第
２の光起電セルとを含む複数の光起電セルと、
　少なくとも前記第１の光起電セルと前記第２の光起電セルとを接続する電気的コネクタ
ーと、
　前記第１の光起電セルの少なくとも一部の上に配置された光方向付け媒体と、を含む光
起電モジュール。
［２］
　前記光方向付け媒体が、前記第１の光起電セルの前記少なくとも一部の上と前記第２の
光起電セルの少なくとも一部の上とに位置付けられ、前記光起電セルを含まない区域の少
なくとも一部にわたって延在する、項目１に記載の光起電モジュール。
［３］
　前記光方向付け媒体が、前記電気的コネクターに直接隣接し、かつ／又はこれに接着さ
れている、項目１又は２のいずれかに記載の光起電モジュール。
［４］
　前記光方向付け媒体が、接着剤によって前記電気的コネクターに接着されている、項目
１～３のいずれかに記載の光起電モジュール。
［５］
　前記接着剤が、ホットメルト接着剤及び／又は感圧接着剤のうちの１つである、項目４
に記載の光起電モジュール。
［６］
　前記電気的コネクターが、コーティングされた銅線である、項目１～５のいずれかに記
載の光起電モジュール。
［７］
　前記光方向付け媒体が、入射光を前記複数の光起電セルのうちの少なくとも１つの前記
光起電セルの光学的に活性な区域に方向付ける、可撓性高分子フィルムである、項目１～
６のいずれかに記載の光起電モジュール。
［８］
　前記可撓性高分子フィルムが、連続的なストリップの形態で提供される、項目７に記載
の光起電モジュール。
［９］
　前記光方向付け媒体が、構造付き主表面の反対側の概して平坦な主表面を含む、項目１
～８のいずれかに記載の光起電モジュール。
［１０］
　反射コーティングを更に含む、項目９に記載の光起電モジュール。
［１１］
　前記光方向付け媒体が、
　概して平面状の可撓性高分子層と、
　構造付き層と
を備える多層構成体である、項目１～８のいずれかに記載の光起電モジュール。
［１２］
　反射コーティングを更に含む、項目１１に記載の光起電モジュール。
［１３］
　前記電気的コネクターを含む前記光起電モジュールの前記部分に入射する光が、前記電
気的コネクターではなく前記光方向付け媒体に入射する、項目１～１２のいずれかに記載
の光起電モジュール。
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［１４］
　光起電セルを含まない区域を形成するように互いから離間した、第１の光起電セルと第
２の光起電セルとを含む複数の光起電セルを含む光起電モジュールを作製する方法であっ
て、
　光方向付け媒体を前記第１の光起電セルの少なくとも一部に隣接させて配置することを
含む、方法。
［１５］
　前記光方向付け媒体を前記第２の光起電セルに隣接させ、前記光起電セルを含まない区
域の少なくとも一部を通して延在させて配置することを更に含む、項目１４に記載の方法
。
［１６］
　前記第１の光起電セル及び前記第２の光起電セルを電気コネクターに電気的に接続する
ことを更に含む、項目１５に記載の方法。
［１７］
　前記光方向付け媒体が、前記電気的コネクターに直接隣接し、かつ／又はこれに接着さ
れる、項目１４又は１５のいずれかに記載の方法。
［１８］
　前記光方向付け媒体が、接着剤によって前記電気的コネクターに接着されたフィルムの
連続的なストリップである、項目１４～１６のいずれかに記載の方法。
［１９］
　前記接着剤が、ホットメルト接着剤である、項目１７に記載の方法。
［２０］
　前記光起電モジュールを加熱して、前記接着剤を溶融し前記光方向付け媒体を前記電気
的コネクターに効果的に接着する工程を更に含む、項目１７又は１８のいずれかに記載の
方法。
［２１］
　前記光方向付け媒体が、入射光を前記複数の光起電セルのうちの１つの光学的に活性な
区域に方向付ける可撓性高分子フィルムである、項目１４～２０のいずれかに記載の方法
。
［２２］
　前記光方向付け媒体が、構造付き主表面の反対側の概して平坦な主表面を含む、項目１
４～２１のいずれかに記載の方法。
［２３］
　前記光方向付け媒体が、
　概して平面状の可撓性高分子層と、
　構造付き層と
を備える多層フィルムである、項目１３～２２のいずれかに記載の光起電モジュール。
［２４］
　前記光方向付け媒体が、反射コーティングを更に備える、項目２３に記載の方法。
［２５］
　光起電モジュールを作製する方法であって、
　複数の光起電セルを平面状の表面上に形成すること、ここで、前記複数の光起電セルが
行と列の配列で互いから離間し、隣接した行と列の間の複数の区域が光起電セルを含まな
い、
　電気的コネクターを第１の光起電セルの少なくとも一部の上に配置すること、
　接着剤組成物を前記電気的コネクター上に適用すること、及び
　前記電気的コネクターを含む前記光起電モジュールの前記部分に入射する光が、前記電
気的コネクターではなく光方向付け媒体に入射するように、前記光方向付け媒体を前記接
着剤組成物に隣接させて配置すること、を含む方法。
［２６］
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　前記光再方向付け媒体が光起電セルを含まない区域の一部分を通して延在するように、
前記光方向付け媒体を前記第２の光起電セルに隣接させて配置することを更に含む、項目
２５に記載の方法。

【図１】

【図２】

【図３】

【図４】
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